
軽油価格高騰に対処するための

トラック運送業に対する緊急措置について
（参考資料）



トラック運送業における燃料サーチャージ制の導入促進

１．基準となる燃料価格の設定
燃料サーチャージが燃料価格の変動幅を基に算出することから、
変動前の燃料価格等を基準価格として設定

３．燃料サーチャージ額の算出
距離制貸切運賃に対応した燃料サーチャージ額の算出例
燃料サーチャージ額
＝キロ程（㎞）÷燃費（㎞/L)×算出上の燃料価格（円/Ｌ）

２．燃料サーチャージの改定の設定
燃料価格は短期間に変動することからある
一定の軽油価格帯を設定し、その価格帯に
おける算出上の上昇額を設定する。
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トラック運送業の運賃の現状

燃料価格変動による
コストの増加分を
運賃へ反映する
仕組みが必要
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平成15年度に比べ、平成１９年１２月

には軽油価格が約４４円/ℓ上昇（約

６９％上昇）し、業界全体で約７，１

００億円の費用負担増が発生
※軽油価格１円/リットル上昇あたりの業

界負担費用は約１６０億円

燃料ｻｰﾁｬｰｼﾞ制導入状況

＜他モードとの比較＞
○航空（国際）１００％
○外航海運 １００％

○内航海運 約７０％
○トラック １０％未満

燃料サーチャージ制の導入が必要

燃料サーチャージガイドライン

現状の燃料価格が基準とする燃料価格より一定額以上、上昇した場合に、上昇の幅に応じて燃料サーチャージ
を設定又は増額改定して適用する。一方、燃料サーチャージの設定時点より下落した場合には、その下落幅に
応じて減額改定し、また、燃料価格が沈静化した場合にはこれを廃止する。

燃料サーチャージ：燃料価格の上昇・下落によるコストの増減分を別建て運賃として設定する制度

【燃料サーチャージを導入する場合の設定方法】



下請代金支払遅延等防止法及び独占禁止法物流特殊指定について

○同業種間の取引

○禁止事項・義務
禁止事項 ・買いたたきの禁止

・代金減額の禁止
・購入・利用強制の禁止
・支払代金の支払遅延の禁止
・不当な経済上の利益の提供要請の禁止
・不当な給付内容の変更及びやり直し
・割引困難な手形の交付の禁止 等

義務 ・書面の交付義務
・書類の作成・保存義務
・下請代金の支払期日を定める義務
・遅延利息の支払義務

○下請法の改正（平成１６年４月）により
トラック運送業を追加

○課題 違反事例のうちトラック事業は高い割合
勧告 １１件中３件（18年度）

その他の違反 ４８４件中１６５件
（18年度）

下請代金支払遅延等防止法

○異業種間の取引

○禁止事項
・通常支払われる対価に比し著しく低い代金の額
を不当に定めること

・特定物流事業者の責に帰すべき理由がないの
にあらかじめ定めた代金の額を減じること

・正当な理由がある場合を除き、自己の指定する
ものを強制購入させ、又は役務を強制して利用
させること

・特定物流事業者の責に帰すべき理由がないの
に代金をあらかじめ定めた支払期日の経過後
なお支払わないこと

・自己のために金銭、役務その他の経済上の利
益を提供させること 等

○独禁法上の特殊指定（平成１６年４月）により
トラック運送業を追加

○課題 問題事例の確認は困難
（荷主との力関係が影響）

独占禁止法 物流特殊指定



荷主勧告制度の運用の拡充について

過積載の行政処分を行う場合

荷主勧告

過労運転の行政処分を行う場合過労運転の行政処分を行う場合

手待ち、積込み時間の考慮等

速度超過の行政処分を行う場合速度超過の行政処分を行う場合

合理的な到着時間の設定等

・急な貨物の増量の依頼 ・積込み、荷卸し作業の増加 ・恒常的な手待ち時間の発生

荷主の行動がトラック事業者の安全を阻害するケース

〈 改 正 案 〉

〈 現 行 〉 協 力 要 請 書
（一般的・警告的）

荷主勧告

荷主協力要請

平成１８年度までに約６，７００件

過積載の行政処分の減少

平成２年度 ５，１７８件 平成１８年度 ４０５件

協力要請書（一般的・警告的）協力要請書（一般的・警告的）

過積載の行政処分を行う場合過積載の行政処分を行う場合

急な積荷の増加の抑制等

【過労運転、速度超過の運用を追加】

安全運行パートナーシップガイドライン（平成１９年５月２５日とりまとめ）



社会保険等未加入事業者への行政処分等の導入（案）

・規制緩和に伴う競争の激化
・軽油価格の高騰、安全・環境対策
の強化

社会保険等未加入により、必要経費
削減、不適正に運送原価の引き下げ

既存事業者に対する対応

法令根拠（違反項目） 法第２５条第２項の違反として運用

一般貨物自動車運送事業者は、一般貨物自動車運送事業の

健全な発達を阻害する結果を生じるような競争をしてはならない。

行政処分の実施

事業許可の基準及び条件に社会保険等への加入を追加

労働保険・社会保険の未加入率の推移

12.1% 12.9%

25.7% 26.7%
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※ 本表における未加入とは、巡回指導に入った事業所において把握した数
不健全な競争状態

新規事業者に対する対応

社会保険等未加入の事実を把握した際、運輸支局から社会保険事務局、労働局に通報 → 実効性に課題
【現行】

【改正案】 貨物自動車運送事業法に基づく措置の強化

事業許可には社会保険等の加入
が必要

社会保険等に加入していなければ
行政処分が課される。


